
／ 諭 文 ∠

財務報告書における環境会計情報の開示
〃 ω ０８〃θ ψ 亙π０か０〃 ｍ 〃吻 Ｍ ㏄０ω耐 加ｇ 榊 ｒｍ 伽 ０π 加 Ｆ加α肌ごω ８ 伽 舳θ耐８

吉 田 雄 司（法政大学経済学部）

抑 〃・乃肋

要 約

環 境会 計 の 情報 は いカ’に開 示 さ れ る べきカ’。 本稿 の 目 的 は、 伝 統 的財 務 報 告 書 にお け る環 境 会 計 の情 報

が ど のよ う に 開示 さ れて いる か を 実 証 的に 検 討 する こ と で ある。 財務 会 計 領 域 に おけ る 環境 会 計 情 報 の開

示 は、 伝 統 的 な 財 務 会計 基 準に 定 め ら れ て い る 資産 ・ 負 債 ア プロ ー チ が ら 導 出 さ れて いる。 し た が って、

非 財 務的 環 境 情報 （物 量 的環 境 情 報 な ど） は、 財務 報 告 書に 計 上 する こ と は 不可 能 で あ り、 そ れ ら は環 境

報 告 書 な ど に 開 示 さ れ る。 財 務 会 計 に お け る 環 境 会 計 の 情 報 は、 国 際 的 に は す で に 国 連 貿 易 開 発 会 議

（ＵＮＣＴＡＤ）で そ の 開 示モ デ ル が 公開 さ れ て いる。 そこ で、 実 際の 財 務報 告 書 こ こで は、 製造 業 数 社 と 「㈱

イ ト ーヨ ー 力堂」 に お ける 環 境 会 計 の情 報 開 示 を実 証 検 討 した。 検証 の 結 果、 例 え ば 連結 子 会 社 の 汚染 施

設 復１日に 関 す る 見 積 もり 費 用 は 「繰 延 負 債 及 ぴそ の 他 の 負 債」 や 「そ の 他 の 流動 負 債」 へ 計 上 して いる。

ま た、 ク リ ー ンア ッ プ 費用 の 和 解 契 約締 結 に 関 する 受 領金 額 は 「受取 債 権」 また は 「そ の他 の 資 産」 へ 計

上 して い る こと な ど が分カ’っ た。 今 後の 課 題 と して、 こう した 財務 報 告 書 に お ける 環 境会 計 の 情 報と 企 業

が 独 自 の価 値 観 で 作 成 して いる 環 境 報 告 書と の 関 係 を どう 考 え る べ き かと いう 問 題 が 存在 す る。
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Ｉ． は じ め に

本 稿 の 目 的 は、 財 務 報 告 書 に お け る 環境 会 計 の

情 報 が どの よ う に 開 示 さ れ て い る か を 検 証 す る こ

と で あ る。 こ こ で 財 務 報 告 書 と は、 証 券 取 引 法 第

２４ 条 第 １ 項 に 基 づ く 報 告 書 「有 価 証 券 報 告 書」、

お よ び商 法 計 算 書 類 規 則 に よ る 貸 借 対 照 表、 損 益

計 算 書 な ど、 企 業 が 公 に 開 示 す る 会 計 情 報 計算 書

類 を 指 す。 環 境 会 計 は、 そ の 定 義 づ け が 明確 に は

行 わ れ 難 い も の の、 そ の 属 性 に よ る 分 類 はあ る 程

度 可 能 で あ る。 １ つ は 貨 幣 情 報 を 基 準 に し た 従 来

の 伝 統 的 財 務 会 計 に 沿 っ た 環 境 会 計 情 報 の 開 示、

もう １ つ は、 非 貨 幣情 報、 特 に 物 量 情 報 を 基 準 に

し た 環 境 会 計 情 報 の 開 示 で あ る。 こ こ で は 前 者、

す な わ ち 貨 幣 情 報 の 環 境 会 計 情 報 の 開 示 内容 を 考

察対 象 と す る。 以 下 で は、 ま ず 環 境 会 計 の 基 本 概

念 の 整 理 と して 環 境 会 計 の 範 囲 と 位 置 付 け を 確 認

す る。 次 に 環 境 コ ス ト、 環境 負 債 の 会 計 処 理 と 開

示 につ い て 検 討 す る。 こ れ に は、 国 際 的 ガイ ド ラ

イ ン と して 国 連 貿 易 開 発 会 議 （ＵＮＣＴＡＤ） 報 告
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や 財 務 会 計 基 準 審 議 会 （ＦＡＳＢ） な ど の 資 料 を用

い る。 そ し て、 実 証 例 と し て、 製 造 業 数 社 に お け

る有価証券報告書および米国会計基準を採用して

い る 「㈱ イ ト ー ヨ ー カ 堂」 の 開 示 内 容 を 「注 記」

に 沿っ て 検 証 す る。 特 に 同 社 を 個 別 に 選 定 し た 理

由 は、 わ が 国 で 公 表 さ れ て い る 有 価 証 券 報告 書 の

中 で も 極 め て 詳 細 な 環 境 会 計 の 情 報 を 開 示 し て い

る か ら で あ る。

Ｉ． 環 境会計 の範 囲と位 置 づけ

財 務 報 告 書 に 開 示 す る 環 境 会 計 の 資 産 と 負 債 の

概 念 は、 少 な く と も 伝 統 的 財 務 会 計 基 準 の フ レ ー

ム ワ ーク を 起 点 に す る こ と が 必 須 で あ る。 国 際 会

計 基 準 （ＩＡＳ） で は、 資 産 と負 債 に つ い て 次 の よ

う に 定 義 す る。 「資 産 と は、 過 去 の 事 象 の 結 果 と

し て 特 定 の 企 業 が 支 配 し、 か つ、 将 来 の 経 済 的 便

益 が 当 該 企 業 に 流 入 す る と 期 待 さ れ る 資 源 を い

う。」 ま た、 「負 債 と は、 過 去 の 事 象 か ら発 生 し た

特 定 の 企 業 の 現 在 の 義 務 で あ り、 こ れを 履 行 す る

た め に は 経 済 的 便 益 を 有 す る 資 源 が 当 該 企 業 か ら

流 出 す る と 予 想 さ れ る も の を い う。」 こ の 資 産 と

負 債 の 定 義 を 中 核 に して 財 務 報 告 書 の 環 境 会 計 の

概 念 が 形 成 さ れ る こ と に な る’）
。 し た が っ て、 こ

図 表１． 財 務 会計 領域の 環 境会 計

の 伝 統 的 会 計 フ レー ム ワ ー ク を 中 心 に そ こ か ら 同

心 円 状 に 環 境 会 計 の 情 報 が 拡 散 さ れ る こ と に な

る。 中 心 部 か ら 離 れる ほ ど非 財 務 的 環 境 情 報 が 形

成 さ れ、 そ れ ら は も は や 財 務 報 告 書 上 に は 開 示 不

可 能 な 情 報 へ と 構 築 さ れ て い く２、
。

こう した 伝 統 的 財 務 会 計の 概 念 を 中 核 起 点 に し

た 環 境 会 計 の 情 報 は、 さ らに 次 の よう な コ ス ト概

念 の 区 分 が 可 能 で あ る。 私 的 環 境 コ ス ト、 潜 在 的

環 境 コ ス ト、 社 会 的 環 境 コ ス ト、 そ して 量 的 環 境

情 報、 質 的 環 境 情 報 と 区 分 さ れる。 こ の う ち 財 務

報 告 書 に 開 示 可 能 な コ ス トは、 私 的 環 境 コ ス トの

み で あ り、 他 の コ ス ト及 び情 報 は 開 示 不 可 能 で あ

る。 理 由 は、 私 的 環 境 コ ス ト は、 「企 業 が 過 去 ・

現 在 ・ 未 来 の い ず れ か の 時 点 に お い て 支 出 す る も

の で あ り、 費 用 （当 期 費 用・損 失、 負 債 繰 入 額）

あ る い は 資 産 （資 本 化 さ れた 金 額） と して 把 握 さ

れ る。」 か ら で あ る３）
。 潜 在 的 環 境 コ ス トや 社 会

的 環 境 コ ス トは、 伝 統 的 財 務 会 計 の 概 念 フ レー ム

ワ ー ク か ら 外 れ た コ ス トで あ り、 ま して 量 的 及 び

質 的 環 境 情 報 は、 財 務 報 告 書 で は な い 別 の 報 告 書

（例 え ば、 環 境 報 告 書） に 開 示 さ れ る 情 報 で あ る。

財 務 報 告 書 に お け る 環 境 会 計 情 報 の 開 示 媒 体、

利 用 対 象 者、 そ こ で の 開 示 目 的 等 を 整 理 した も の

が
、

図 表 １
．

で あ る。

領 域

財務 会計 領

域 に お け る

環境会計

開 示媒 体

財務 諸 表、 財 務 報告 書

（経済的意思決定を行う

ために有用な情 報提供）

利用 者

主 と して

投資家

目的

私 的 環境 コ ス ト （環

境 コス トと 環境負 債）

を適 切 に会 計 処理 し

開 示 す る。

測 定対 象

私的 環境 コス ト （環

境 コ ス ト お よ び 環 境

負 債 の会 計処 理）

測 定 属性

取 得 原 価、
現 在価 値 な

ど

（出 所 ： 阪智 香 著 『環境 会 計 論』 東京 経 済 情 報出 版、 ５８頁 よ り 作 成。）

皿． 環境 ］ス トと環境 負債の 会計 処理

及び開示

財 務 会 計 領 域 で 開 示 さ れ る 環 境 会 計 の 情 報 は、

そ の 媒 体 が財 務 報 告 書 で あ り、 そ こ で 扱 わ れ る コ

ス ト と は、 私 的 環境 コス ト す な わ ち 環 境 コス ト と

環 境 負 債 で ある。 こ こ で は 更 に 両 者 の 認 識 と 会 計

処 理、 開 示 に つ い て 検 討 を 進 め る。
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先 に み た 国 際 会 計 基 準 （ＩＡＳ） の 資 産 の 定 義 か

ら 環境 コ ス ト ヘ の 認 識 を 考 え る と、 １つ の 問 題 が

生 じ る。 す な わ ちＩＡＳ の 資 産 定 義 に よ れ ば、 「資

産とは… （中略） …将来の経済的便益が当該企業

に 流 入 す る と期 待 さ れ る 資 源」 で あ る が、 環 境 保

全 の た め の 大 型 浄 化 装 置 な どの 支 出 は、 こ の 将 来

的 経 済 便 益 が 必 ず し も 認 め ら れ な い ケ ー ス が あ

り、 そ の 場 合 資 産 と し て で は な く 費 用 処 理 さ れ て

し ま う と い う 問 題 で あ る。

こ の 問 題 を 扱 う に は、 環 境 コス ト の 認 識 時 点 が

重 要 な 視 点 と さ れる。 そ こ でま ず 環 境 コ ス ト の 認

識 につ い て の 国 際 的 ガイ ド ライ ン を 整 理 す る こ と

と す る
。

こ こ で は
、 Ｕ Ｎ Ｃ Ｔ Ａ Ｄ 報 告 の Ｉｎｔｅｒ－

ｇｏｖｅ ｍ ｍ ｅｎｔａ１ Ｗ ｏｒｋｉｎｇ Ｇｒｏｕｐ ｏｆ Ｅ ｘｐｅｒｔｓ ｏｎ Ｉｎｔｅｒ－

ｎａｔｉｏｎａ１ Ｓｔａｎｄａｒｄｓ ｏｆ Ａ ｃｃｏｕｎｔｉｎｇ ａｎｄ Ｒｅｐｏｒｔｉｎｇ：

［ＩＳ Ａ Ｒ’
ｓ］

，
“Ｇ〃 〃αｍｃｅ 〃 ｏ 舳 〃 λｃｃｏ 舳 ”〃８ α〃ａ

〃 〃 ｍ ｃ 〃 Ｒｅρｏ 用 〃８ 力 ｒ 亙 舳 かｏ〃ｍｅ 〃 〃 Ｃｏｓｃ ｍ ｄ

〃 αわ〃 〃 ｅｓ
” と Ｆｉｎａｎｃｉａ１ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ Ｓｔａｎｄａｒｄｓ Ｂ ｏａｒｄ

Ｅｍｅｒｇ㎞ｇ Ｉｓｓｕｅｓ Ｔａｓｋ Ｆｏｒｃｅ（ＦＡＳＢ ＥＩＴＦ）７∬〃ｅ ９０－８、

そ し て Ｃａｎａｄｉａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａ ㏄ ｏｕｎｔｉｎｇ

（ＣＩＣ Ａ） Ｅ 〃 か ｏｎｍ ｅ〃 ｏＺ Ｃｏｓｃｓ α〃ａ 〃 ｏわ〃 〃 ｅポ

λ ㏄０ 舳 伽 ８ 伽 ａ ”ｎ伽Ｃ ” Ｒｅρｏ〃加 μＳ舳ｅＳ，
の 概 念

を 比 較 検 討 す る４，
。

ま ず、 ＩＡＳＲ’ｓ の 環 境 コ ス ト の 認 識 で は、 資 産

と し て ３ つ の 要 件 を 満 た した 場 合と し、 そ の 要 件

を 満 た さ な け れ ば 費 用 処 理 と す る。 ３ 要 件 と は、

① 企 業 が 保 有 す る 資 産 能 力 の 向 上、 安 全 と 効 率 性

の 改 善、 ② 将 来 起 こ り 得 る 環 境 汚 染 の 削 減 な い し

防 止、 ③ 環 境 保 全 の た め で あ る。

ま た、 ＦＡＳＢ の ＥＩＴＦｇＯ－８ 号 で も、 同 様 に 次 の

要 件 を 挙 げ て い る。 ① 固 定 資 産 の 耐 用 年 数 延 長、

生 産 能 力 増 加、 安 全 性 効 率 性 向 上、 ② 現 在 ま で は

生 じな い、 将 来 の 操 業 や 事 業 活 動 で 生 じる 環 境 汚

染 の 緩 和、 防止、 ③ 売 却 を 予 定 して い る 資 産 を 売

却 す る の に 行 わ れ る コス ト で あ る。 こ の い ず れ か

が 認 め ら れ れ ば、 環 境 保 全 の 浄 化 装 置 支 出 は 資 産

と し て 処 理 可 能 と さ れ る。 だ が、 こ の 条 件 を 満 た

さなければ当会計期問へ一括費用処理されてしま

う こ と に な り、 適正 な 期 間 損 益 計 算 を 侵 害 す る こ

と に な る。

し か し、 ＣＩＣＡ の 環 境 コ ス ト の 認 識 は、 こ れ ら

と 若 干 異 な り ２ つ の ア プ ロ ー チ が あ る。 １ つ は 将

来 便 益 増 加 ア プ ロ ー チ （Ｉｎｃｒｅａｓｅｄ－Ｆｕｔｕｒｅ－ Ｂｅｎｅ趾ｓ

Ａｐｐｒｏａｃｈ，ＩＦＢ） で あ り、 も う １ つ は 将 来 便 益 追

加 コ ス ト ア プ ロ ー チ （Ａｄｄｉｔｉｏｎａ１ Ｃｏｓｔ－ｏ 岬 ｕｔｕｒｅ－

Ｂｅｎｅｆｉｔｓ Ａｐｐｒｏａｃｈ
，

Ａ Ｃ ＯＦＢ） で あ る ５）
。 ＩＦＢ は

、

環 境 コ ス トが 将 来 の 経 済 的 便 益 を も た ら す な ら ば

資 産 と し て 認 識 して 構 わ な い が、 そ う で な け れ ば

費 用 処 理 さ れ る 立 場 で あ る。 だ が こ の 考 え で は、

先 のＩＳＡＲ’ｓ や ＥＩＴＦｇＯ－８ 号 の 資 産 認 識 と ほ ぼ 同 じ

で あ る。 そ こ で 更 に、 ＡＣＯＦＢ で は 環 境 コ ス ト が

将 来 の 経 済 的 便 益 を 増 加 す れ ば 資 産 だ が、 必 ず し

も と い う 訳 で は な い と し て い る。 大 型 の 浄 化 装 置

を 設 置 し な け れ ば 原 状 回 復 が で き ず、 生 産 活 動 自

体 不 可 と な る よう な 状 況 で ある な ら、 そ れ は 資 産

と して 処 理 で き る と した の で あ る。

こ の ＡＣＯＦＢ を 認 め る に は、 財 務 諸 表 上 の 開 示

項 目 に 通 常 の 資 産 と は 異 な る 名 称、 例 え ば 「環 境

関 連 資 産」 な ど と い っ た 勘 定 科 目 を用 い、 他 の 資

産 と の 区 分 表 示 を 明 瞭 に す る 必 要 が あろ う。 そ し

て 「注 記」 に は、 そ の 経 緯 を 詳 解 す る 責任 を負 わ

せ る べ き で あ る。

次 に 環 境 負 債 に つ い て、 そ の 認 識 と 会 計 処 理 を

ま と め て お く。 こ こ で も、 国 際 的 指 針 と し て ＵＮＣ－

ＴＡＤ 報 告 の ＩＳＡＲ’ｓと 米 国 公 認 会 計 士 協 会 （ＡＩＣ－

ＰＡ）“Ｐ７０ρｏｓｅａ ∫ＣｏＣｅｍｅ〃 げ 戸ｏ∫〃ｏ〃 ９σユ Ｅ〃 かｏηｍｅ〃〃

Ｒｅ〃ｌｅ 伽 〃ｏ〃 〃α 〃 〃ｅｓ，
” ＳＯＰ９６－１ を 取 り 上 げ る ・、

。

ま ず、 ＩＳＡ Ｒ’ｓ で は 環 境 負 債 の 分 類、 要 件 開 示 方

法 を 以 下 の よう に 定 め て い る。 環 境 負 債 は 発 生 義

務 の 範 囲 か ら 法 定 債 務、 推 定 債 務、 公 平 債 務 に 分

類 さ れ る。 ま た 要 件 は 通 常 の 引 当 金 設 定 と 同 様、

発 生 の 可 能性 が 高 く 金 額 を 合 理 的 に 見 積 も る こ と
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が 可 能 な 場 合 と し、 そ の 開 示 は負 債 性 引 当 金 勘 定

と して い る。 偶 発 債 務 で は、 発 生 の 可 能 性 が 不 確

実 又 は 金 額 の 合 理 的 見 積 も り が 不 可 能 な 場 合 で、

開 示 は 「注 記」 を も っ て 行 わ れ る。

ＳＯＰ９６．１ は、 環 境 修 復 負 債 と し て の 認 識、 測

定、 開 示 の 包 括 的 会 計 ガイ ドラ イ ン で あ る。 認 識

時 点 に つ い て は 次 の ２ つ が 挙 げ ら れ る。 ① 訴 訟、

補 償 請 求、 査 定 に よ っ て 過去 の 事 実 が 原 因 で 企 業

が環境浄化活動に参加する責任があると宣告され

た 場 合、 又 はそ の 可 能 性 が高 く なっ た 時 点。 ② 訴

訟、 補 償 請 求、 査 定 が 企 業 に とっ て 好 ま しく な い

結 果 を も た ら す 可 能 性 が 高 く な っ た 時 点、 す な わ

ち 過 去 の 事 象 が 原 因 で 環 境 修 復 プ ロ セ ス に 参加 す

る 責 任 を 有 す る 可 能 性 が 高 く な っ た 時 点 で あ る

７）。 こ の 環 境 修 復 負 債 は、 次 のｌＶ．の 「イ ト ー ヨ ー

カ堂」 有価証券報告書の事例で詳細に扱ってい

る
。

わ が 国 の 一 般 廃 棄 物 焼 却 施 設 の 周 辺 に お い て、

高 濃 度 の ダイ オ キ シ ン類 によ る 土 壌 汚 染 が 判 明 し

た こ と が 環 境 省 によ り 報 告さ れて いる。 こう した

環 境 負 債 の 認 識 は 国 の 法 改 正 を待 つ ま で も な く 即

座 に 企 業 は 財 務 上 の 対 応 策 を 考 え る べ き で あ る。

特 に、 建 設 業 や不 動 産 業 界 は 現 在 デ フ レ 不 況 下 で

莫 大 な 過剰 債 務 を 抱 え て い る が、 次 に く る 債 務 は

こ う し た 土 壌 汚 染 の 環 境負 債 を 抱 え 込 む こ と に な

る と 予 想 さ れ る。 地 域 住 民 な どへ の 影 響 も 考 慮 す

れ ば 無 視 で き な い 大 き な 社 会 問 題 で あ る。

こ の ㎜．で は、 環 境 コ ス トと 環 境 負 債 の 認 識 な

ど につ い て 検 討 して き た が、 具 体 的 な 財 務 報 告 書

で は ど の よう に 環 境 関 連 の 会 計 情 報 が 開 示 さ れ て

い る の か、 わ が 国 の 製 造 業 数 社 と 米 国 会 計 基 準 を

採用 し て い る 「イ トー ヨ ー カ 堂」 の 有 価 証 券 報 告

書 を、 次 の１Ｖ．で 見 る こ と と す る。

１Ｖ． 有価 証券報 告書に 見る環 境会 計情

報の実証例

こ こ で は、 実 際 の 有 価 証 券 報 告 書 に お ける 環 境

会 計 情 報 が ど の よ う に 開 示 さ れ て い る か を 紹 介

し、 そ こ か ら わ が 国 の 有 価 証 券 報 告 書 で の 一 般 的

開 示 パ タ ー ン を 示 唆 し、 今 後 の 改 善 点 を 提 起 す

る。 図 表 ２．と 図 表 ３．は、 環 境 会 計 の 情 報 を 損 益

計 算 書 と 貸 借 対 照 表 に 開 示 し て い る 事 例 で あ る。

こ こ で 取 り 上 げた 事 例 は 製 造 業 を 中 心 に、 過 去 に

公 害 間 題 を 抱 え た 企 業 な ど も 含 め て あ る８）
。

さ て、 両 図 表 か ら 次 の よ う な 一 般 的 開 示 パ タ ー

ン が 認 め ら れ る。 ① 図 表 ２．の 損 益 計 算 書 で は 営

業 外 費 用 ま た は特 別 損 失 で 処 理 し て い る が、 具 体

的勘定科目は廃棄物処理料や環境対策費用など企

業 に よ っ て 異 なっ て い る。 で き れ ば財 務 諸 表 上 は

統 一 した 勘 定 科 目 に し、 具 体 的 内 容 は 「注 記」 に

す る 方 が よ い だ ろ う。 ② 図 表 ３．の 貸 借 対 照 表 で

は 負 債 性 引 当 金 の 処 理 が 行 わ れ て い る が、 こ ち ら

の 勘 定科 目 は ほ と ん どが 「金属 鉱 業 等 鉱 害 防止 引

当 金」 を 使用 し て い る ケ ー ス が 多 い。 こ れ は 「公

害 防 止 措 置 法」 な ど法 的 な 背 景 があ る た め と 推 測

で き る。 ③ 資 本 の 部 に は、 王 子 製 紙 ㈱ や新 日 本 製

鐵 ㈱ な どが 任 意 積 立 金 と し て 計 上 し て いる が、 全

体 か ら み れ ばま だ 稀 な 開 示 で あ る。 ④ 「注 記」 で

は、 記 述 内 容 が 少 な く 読 者 に は不 充 分 で は な い だ

ろ う か。 ⑤ 全 体 と し て 「環 境」 と いう 勘 定 項 目 を

あ ま り 使 用 しな い た め 環 境 保 全 に 対 す る 企 業 の 姿

勢 が 消 極 的 に し か 読 み 取 れ な い こ と な どが 指 摘 で

き る。

こ う した 開示 と は 対 照 的 に 小 売 業 大 手 「イ トー

ヨ ー カ 堂」 の 有 価 証 券 報 告 書 で の 開 示 は、 わ が 国

に お け る 環 境 会 計 の 情 報 開 示 と して は 卓 越 して い

る と い え よ う。 以 下、 そ の 開 示 内 容 に つ い て 概 略

す る。 同社 は、 米 国 会 計 基 準 を 採 用 して い る こ と

か ら日 本 の 会 計 基 準 で は 把 握 さ れ難 い 環 境 会 計情

報 を 詳 細 に 読 み 取 る こ と が で き る。 先 の 皿．で み

た 環 境 修 復負 債 が 開 示 さ れ て い る 好 例 で も あ る’。

同 社 の 環 境 関 連 の 支 出 に 関 す る 情 報 は、 コ ン ビ
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図 表 ２
． 環 境会 計 の情 報を 損益 計算 書で 開 示す る ケー ス

証 券 会 社 名
コ ー ド 会 計 年 度

損 益 計 算 書 上 の 会 計 処 理 前会 計 年度 当 会 計年 度

吉 原 製油 ㈱ 連結 損益 計 算書 営 業 外 費用 廃 棄物 処 理料 ５７，５８５千円 ７７，３９１千 円

２６０４ Ｈ１２．４．１～Ｈ１３３．３１． 個 別 損 益 計 算 書 営 業 外 費 用 廃 棄 物 処 理 料 ５７，５８５ 千 円 ７７，３９１ 千 円

注記 ：無

昭 和 電工 ㈱
連結 損益 計算 書 特 別 損失 有機 水銀 中毒 補償 金 ７５０百万 円

４００４ 個 別 損益 計算 書 特 別 損失 有機 水銀 中毒 補償 金 ７５０百万 円

一

・
Ｈ１２．１．１～Ｈ１２ １２．３１．

注 記 ： 無

ラ サ エ業㈱
連結 損益 計算 書 特 別 損失 休止鉱 山 鉱害 対策 費用 １４０百万 円 １４１百 万円

４０２２
Ｈ１２．４．１～Ｈ１３３．３１．

個 別 損 益 計 算 書 特 別 損 失 休 止 鉱 山 鉱 害 対 策 費 用 １４０ 百 万 円 １４１百 万 円

注 記 ：無

連 結 損 益 計 算 書 特 別 損 失 環 境 整 備 対 策 費 ２２４
，
９９３千 円 ３９５，８３６

千 円

４０９２
日 本 化 学 工 業 ㈱ 個 別 損 益 計 算 書 特 別 損 失 環 境 整 備 対 策 費 ７０，１８５千 円 ７１，９６６千 円

Ｈ１２．４．１～Ｈ１３３．３１． 注 記 ： 環 境 整 備 費 ： ク ロ ム 鉱 さ い 埋 立 地 に お け る 鉱 さ い

及 び汚 染土 壌 の恒 久 的無 害 化処 理工 事等 に要 した費用。

クミ アイ 化 学 工業 連 結損 益計 算 書 営 業外 費用 棚 卸 資産 廃棄 損 ・ １０９百万 円

４９９６ ㈱ 個 別損 益計 算 書 営 業外 費用 棚 卸 資産 廃棄 損 １７６百 万 円 １０９百万 円

Ｈ１１
．
１１

．
１～１２

．
１０

．
３１

．
注 記 ： 無

第 一 セメ ン ト㈱
連 結 損 益 計 算 書 営 業 外 費 用 公 害 費 用 配 賦 金 ３３，２３５ 千 円 ２８

，
６２２千円

５２３４
Ｈ１２．４．１～Ｈ１３３．３１．

個 別 損 益 計 算 書 営 業 外 費 用 公 害 費 用 配 賦 金 ２４，８２５ 千 円 １，０２７，３０２千円

注 記： 無

三 井 金属鉱 業㈱
連結 損 益計 算書 特別 損 失 賠償 金及 び補償 金 １，０６９

百万円 １，Ｏ０５
百万円

５７０６
Ｈ１２．４．１～Ｈ１３３．３１．

個 別 損 益 計 算 書 特 別 損 失 賠 償 金 及 び補 償 金 １，０６９百 万 円 ９４７百 万 円

注 記： 無

東邦 亜鉛 ㈱
連結 損益 計 算書 営業 外 費用 環 境対 策費 用 １５４百万 円 １５４百 万 円

５７０７
Ｈ１２．４．１～Ｈ１３３．３１．

個 別 損 益 計 算 書 営 業 外 費 用 環 境 対 策 費 用 １５４ 百 万 円 １５４百 万 円

注記 ：無

個 別 損 益 計 算 書 営 業 外 費 用 鉱 山 残 務 整 理 費 用 １，０６１
百 万 円 １，０７８

百 万 円

５７１１
三 菱 マ テ リ ア ル ㈱ 特 別 損 失 そ の 他 ２，１９３百 万 円 ２，７６５百 万 円

Ｈ１２．４．１～Ｈ１３３．３１． 注 記 ： 平 成 １２年 度 特 別 損 失 そ の 他 に は 環 境 対 策 費 用 ８４６

百 万 円 を 含 む。

＿ １９ ＿
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図表 ３． 環 境会 計の 情報 を 貸借 対照 表で 開 示す る ケー ス

証 券 会 社 名
コー ド 事 業 年 度

貸 借 対 照 表 上 の 会 計 処 理 前 会 計年 度 当 会計 年度

５３５２
黒 崎 播 磨 ㈱ 連 結 貸 借 対 照 表 固 定 負 債 鉱 害 補 償 引 当 金 ２９，１６９千 円 １５，８４６ 千 円

Ｈ１２ ４
．
１～Ｈ１３ ３

．
３１

．
注 記 ： 無

三井 金属 鉱業 ㈱
連 結 貸借 対照 表 固 定負 債 金 属鉱 業 等鉱 害防 止引 当 金 １

，
２８６百万円 １，４９６百万 円

５７０６
Ｈ１２４．１～Ｈ１３３．３１．

個 別 貸 借 対 照 表 固 定 負 債 金 属 鉱 業 等 鉱 害 防 止 引 当 金 １５９百 万 円 １６３百万 円

注 記 ：無

東 邦亜 鉛㈱
連 結 貸借 対照 表 固 定負 債 金 属鉱 業 等鉱 害防 止引 当 金 ４３百万 円 ４６百万 円

５７０７
Ｈ１２４．１～Ｈ１３３．３１．

個 別 貸 借 対 照 表 固 定 負 債 金 属 鉱 業 等 鉱 害 防 止 引 当 金 ４３ 百 万 円 ４６ 百 万 円

注 記 ：無

５７１１
三 菱 マ テ リ ア ル ㈱ 連 結 貸 借 対 照 表 固 定 負 債 廃 棄 物 処 理 費 用 １，６０４百 万 円 １，８３４百万 円

Ｈ１２ ４．１～Ｈ１３ ３
．
３１

．
注 記 ： 無

連結 貸借 対照 表 固 定負 債 金 属鉱 業 等鉱 害防 止引 当 金 ２９３百万 円 ３００百 万円

同和 鉱 業㈱
個 別 貸借 対照 表 固 定負 債 金 属鉱 業 等鉱 害防 止引 当 金 １ 百万 円 １百 万円

５７１４
Ｈ１２４．１＿Ｈ１３３．３１．

注 記 ： 特 定 施 設 の 使 用 終 了 後 の 鉱 害 防 止 事 業 に 備 え る た

め金属 鉱 業等 鉱 害対 策 特別 措置 法 の規 定に よる 積 立金 相

当 額 を 計 上。

古河 機械 金属 ㈱
連結 貸借 対 照表 固定負 債 金属 鉱業 等鉱 害 防止引 当 金 １４３百万 円 ８１百 万円

５７１５
Ｈ１２４．１＿Ｈ１３３．３１．

個 別 貸 借 対 照 表 固 定 負 債 金 属 鉱 業 等 鉱 害 防 止 引 当 金 １４３ 百 万 円 ８１百 万 円

注記 ： 無

個別 貸借 対 照表 資本 の 部 そ の 他の 剰 余金 １３５百万 円 １０９百 万 円

王 子 製紙 ㈱ 任 意積 立 金 計 画 造林準 備 金 ２６１百万 円 ８５百 万 円
３８６１

Ｈ１２ ４
．
１～Ｈ１３ ３

．
３１

．
再 生 資 源 利 用 促 進 準 備 金

注記 ：無

個別 貸 借対 照表 資本 の 部 その 他の 剰 余金 １，０４３百万 円 一

５４０１
新 日本 製鐵 ㈱

Ｈ１２４．１～Ｈ１３３．３１．

任 意 積 立 金 再 生 資 源 利 用 促 進 準 備 金

注 記： 無

ニ エ ン ス ス ト ア 事 業 の 持 株 会 社 ＩＹＧ ＨＯＬＤＩＮ Ｇ

ＣＯＭＰＡＮＹ （米 国 デ ラ ウ ェ ア 州） と そ の 傘 下、

７－Ｅ１ｅｖｅｎ，
Ｉｎｃ （米 国 テ キ サ ス 州） の 事 業 に つ い

て で あ る９）
。 当 社 の 財 務 諸 表 上 に は 具 体 的 な 環 境

会 計 の 勘 定科 目 は 開 示 さ れ て い な い が、 連 結 財 務

諸 表に 対 す る 「注 記」 と して、（１）主 要 な 会 計 方 針

（環 境 関 連 費 用）、（２）そ の 他 の 契 約 債 務 お よ び 偶 発

債務 （環境関連費用） として次のような開示を行

つ て い る。

（１）主要な会計方針 （環境関連費用）

主 な 会 計 方 針 の 「注 記」 に は、 ① 費 用 処 理、 ②

資 産 処 理、 ③ 負 債 処 理、 そ して ④ 修 復 に 発 生 す る

費 用 が 記 述 さ れ、 さ ら に そ の 具 体 的 処 理 が、（２）そ

の 他 の 契 約 債 務 お よ び偶 発 債 務 に 説 明 さ れ て い

る。 ま ず ① で は、 営 業 活 動 の 結 果 生 じ た 原 状 維 持

に 係 わ る 費 用 で、 将 来 に わ た っ て 便 益 を 受 け る こ

と が 期 待 で き な い 環 境 関 連 費 用 は 支 出 時 の 費 用 と

して 処 理 す る。 ② は、 環 境 に 関 連 す る 資 産 の 残 存

耐 用 年 数 を 延 長 し、 将 来 の 環 境 汚 染 を 防 ぐた め の

支 出 は 資 産 計 上 処 理 す る。 実 際 に は、 ク リ ー ンア

＿ ２０ ＿
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ッ プ 費 用 の 和 解 契 約 締 結 で 行 わ れ て い る。 ③ は、

環境関連の債務で発生の可能性が高くかつ金額を

合 理 的 に 見 積 も る こ と が で き る と 判 断 した 場 合、

施設毎に債務額の見積もり計上を行うが、 現在価

値 へ の 割 引 は し な い。 こ れ は、 連 緒 子 会 社 ７－

Ｅ１ｅｖｅｎ，Ｉｎｃ．の 汚 染 施 設 復 旧 の 処 理 で 行 わ れ て い

る。 そ し て、 ④ は、 米 国 の ガ ソ リ ン 関 連 施 設 修 復

に 発 生 す る 環 境 関 連 費 用 に つ い て そ の 会 計 方 針 が

列 挙 さ れ て い る。 ま ず、 州 政 府 の 信 託財 産 お よ び

補 償 制 度 に 該 当 す る も の は 補 償 金 を 受 領 で き る こ

と。 ま た、 当 該 制 度 に 係 わ る 見 積 も り 可 能 な 補 償

金 に つ い て は 受 取 債 権 を 認 識 す る こ と。 施 設 の 修

復 が完 了 し て い る 受 取 債 権 は 現在 価 値 に 割 引 い て

い る こ と。 そ し て、 州 政府 以 外 の 団 体 か らの 補 償

金で見積もり可能なものは受取債権として認識す

る な ど で あ る １Ｏ）
。

（２）その他の契約債務および偶発債務（環境関連費用）

主要な会計方針で注記された内容の具体的会計

処 理 が こ こ に 開 示 さ れ て い る。

① 連 結 子 会 社 ７－Ｅｌｅｖｅｎ，
１ｎｃ．の 汚 染 施 設 復 旧 に 関

する処理

昭 和 ６３ 年 １２ 月
、

７－Ｅ１ｅｖｅｎ
，
Ｉｎｃ．

は
、

ニ ュ ー ジ ャ

ー ジ ー 州 の 化 学 製 品 製 造 会 社 を 閉 鎖 し た。 そ の

際、 同 州 環 境 局 か ら 汚 染 した 当 該 施 設 の 復 旧 を 要

求 さ れ た。 そ の 後、 平 成１１年 よ り１５年 計 画 で 地

下水の監視及び浄化処理を要求された。 会計処理

は、 残 存 す る ク リ ー ン ア ッ プ 費 用 の 見 積 も り 額 を

現 在 価 値 へ 割 引 せ ず に 各 年 度 の 金 額 は、 「繰 延 負

債 及 び そ の 他 の負 債」 へ、 残 額 を 「そ の 他 の 流 動

負 債」 へ 計 上 し て い る’’）。 図 表 ４． 参 照。

図 表 ４． 違 結 子 会 社 ７－Ｅｌｅｖｅｎ，ｌｎｃ．の 汚 染 施 設 復 旧 に 関 す る 処 理

連 緒 貸 借 対 照 表 Ｈ．
１１

．
１２

．
３１ Ｈ．１２．１２．３１

Ｉ 流 動 負 債

６． そ の 他 の 流 動 負 債 ２９７百 万 円 ２６４百 万 円

Ｉ 固 定 負 債

４． 繰 延 負 債 及 びそ の 他 の負 債 ４４９百 万 円 ４５９百 万 円

小 計 ７４６百 万 円 ７２３百 万 円

（出 所： 財 務 省 印刷 局 『有 価 証券 報 告 書 総 覧 ㈱ イ トー ヨ ー カ 堂』 平成１３年 ６月 ２５日、 ３６頁、 ５６頁 よ り 作 成。）

② ク リ ー ン ア ッ プ 費 用 の 和 解 契 約 締 結 に 関 す る 処 者 がク リ ー ン ア ッ プ費 用 の ほ と ん どを 支 払う こ と

理 で 合 意 し た。 会 計 処 理 は、 各 年 度 の 受 取 額 を 「そ

平 成 ４ 年 ２ 月、 連 緒 子 会 社 ７－Ｅ１ｅｖｅｎ，Ｉｎｃ．と 施 の 他 の 資 産」 へ、 残 額 を 「受 取 債 権」 へ 計 上 し て

設 の 前 所 有 者 問 で 最 終 和 解 契 約 を 締 結 し、 前 所 有 い る ’２）
。 図 表 ５． 参 照。

図 表５． ク リー ンア ッ プ費用 の和 解契 約 締結 に 関す る処 理

連 結 貸 借 対 照 表 Ｈ
．
１１

．
１２

．
３１ Ｈ

．
１２

．
１２

．
３１

Ｉ 流 動 資 産

３． 受 取 債 権 １７７百 万 円 １６１百 万 円

ＩＶそ の 他 の 資 産

４． そ の 他 ２５９ 百 万 円 ２７５百 万 円

小 計 ４３６百 万 円 ４３６百 万 円

（出 所 ： 財 務省 印 刷 局 『有 価 証 券 報 告書 総 覧 ㈱ イ ト ー ヨ ー カ 堂』 平 成 １３ 年 ６ 月 ２５ 日、 ３５ 頁、 ５６ 頁 よ り 作 成。）

＿ ２１ ＿
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③州政府による規制物質放出に関する処理

連 結 子 会 社 ７－Ｅ１ｅｖｅｎ，
Ｉｎｃ．

は
、

州 政 府 に よ っ て

規制 さ れ て い る 放 出 物 質 に 対 し、 現 在 営 業 中 又 は

閉 店 済 み の ガ ソ リ ンス トア 敷 地 の 復 旧 に 関 し、 予

測される将来費用と州政府から支払われる補償金

の 見 積 も り を 計 上 した。 こ れ ら の 見 積 も り は、 ガ

ソリ ン ス ト ア の 敷 地 に 関 す る 過 去 の 経 緯 や 使用 年

数、 設 置 地 域、 環 境 評 価、 復 旧 請 負 業 者 の 経 験 な

どを 考 慮 し た 上 で の 数 値 で あ る。 当 社 は、 復 旧 費

の ほ と ん ど が４ 年 ～ ５ 年 以 内 に 発 生 す る と 予 測 し

て い る。 会 計 処 理 は、 各 年 度 の 見 積 額 は 「繰 延 負

債 及 びそ の 他 の負 債」 へ、 残 額 を 「そ の 他 の 流 動

負 債」 へ 計 上 し て い る ’３）。 図 表 ６． 参 照。

図 表６． 州政 府に よる 規 制物 質 放出 に関 する 処 理

連 結 貸 借 対 照 表 Ｈ．１１．１２
．３

１ Ｈ
．
１２

．
１２

．
３１

Ｉ 流 動 負 債

６． そ の 他 の 流 動 負 債 １，７５３ 百 万 円 １
，
９０５ 百 万 円

ｎ 固 定 負 債

４． 繰 延 負 債 及 び そ の 他 の 負 債 １
，
６７２百 万 円 １，２２８

百 万 円

小 計 ３
，
４２５ 百 万 円 ３，１３３ 百 万 円

（出 所 ： 財 務省 印 刷 局 『有 価 証 券報 告 書 総 覧 ㈱ イ トー ヨ ーカ 堂』 平 成１３年 ６月２５日、 ３６頁、 ５６頁よ り 作 成。）

④州政府補償金制度による復旧補償金受け取りに

関する処理

連 結 子 会 社 ７－Ｅ１ｅｖｅｎ
，
Ｉｎｃ．

は
、

州 政 府 補 償 金 制

度 の も と、 過 去 に 支 払 っ た 復 旧 費 の 一 部 及 び 将 来

の 復 旧 費 の 一 部 に つ い て 補 償 金 を 受 領 で き る 権 利

が あ る。 会 計 処 理 は、 各 年 度の 受 取 額 を 「そ の 他

の 資 産」 へ、 残 額 を 「受 取 債 権」 へ 計 上 して い る

’４〕
。 図 表 ７．

参 照 。

図 表７． 州 政府 補 償盆 制度 によ る復 旧 補償 金受 け 取り に関 する 処 理

連 結 貸 借 対 照 表 Ｈ．
１１

．
１２

．
３１ Ｈ

．
１２

．
１２

．
３１

Ｉ 流 動 資 産

３． 受 取 債 権 １
，
０４９ 百 万 円 ８３８百 万 円

１Ｖ そ の 他 の 資 産

４． そ の 他 ４，３５４ 百 万 円 ４，９３４ 百 万 円

小 計 ５，４０３ 百 万 円 ５，７７２ 百 万 円

（出所 ： 財 務 省 印刷 局 『有 価 証 券 報 告書 総 覧 ㈱ イ ト ー ヨ ー カ 堂』 平 成 １３ 年 ６ 月 ２５ 日、 ３６ 頁
、 ５６ 頁 よ り 作 成。）

こ の 他、 カ リ フ ォ ルニ ア 州 政 府 補 償 金 制 度 が 法

改 正 に よ っ て 拡 大 延 長 さ れた こ と に よ る 純 受 取 債

権 が 平 成 １２年１２月３１日 現 在 で 約 １，４３４
百 万 円 増

加 し た こ と。 ま た 補 償 金の 見 積 も り に つ い て は 当

社 が 各 州 の 財 源 状 況、 収 益 源 泉、 補 償 金 請 求 残

高、 復 旧 活 動 状 況 及 び 支 払 い 要 求 の 審 査 方 法 な ど

を 考 慮 し て い る こ と が 開 示 さ れ て い る１５１
。

こ のｌＶ．で は、 わ が 国 の 有 価 証 券 報 告 書 に お け

る 開 示 例 を 検 討 した。 こ れ ら か ら 今 後 の 改 善 点 を

提 起 し て お く。 第 １ に 「有 価 証 券 報 告 書」 の 目 次

欄 に は 環 境 関 連 に 関 す る 項 目 を 新 設 す べ き で あ

る。 こ れ は 読 者 が 大 部 の 報 告 書 か ら環 境 に 関 す る

情 報 を 容 易 に 検 索 で き る 方 法 で あ り、 こ れ に よ っ

て 企 業 の 環 境 問 題 へ の 対 応 が 一 瞥 で き る。 ま た、

＿ ２２ ＿



財務報告書における環境会計情報の開示 （吉田）

従来からの公害問題の会計処理とは明瞭に区分表

示 す こ と が 必 要 で あ る。 第 ２ に 「注 記」 で の 説 明

を 具 体 的 詳 細 に す る こ と。 図 表 ２．の 昭 和 電 工 ㈱

では特別損失として有機水銀中毒補償金を計上し

て い る が、 こ れ が ど ん な 理 由 か ら か 一 部 読 者 に は

不 明 か も し れ な い。 周 知 の ご と く こ れ は、 「新 潟

水 俣 病 問 題」 の 解 決 金 で ある が、 過 去 を 知 ら な い

者 に 対 し て は 「注 記」 で、 そ の 経 緯 を 説 明 す る く

ら い の 責 任 は 果 た す べ き で ある。 三 井 金 属 鉱 業 ㈱

のイ タイ イ タイ 病、 日 本 化 学 工 業 ㈱ の 六 価 ク ロ ム

汚 染 問 題 等 も 同 様 で あ る。 第 ３ に 企 業 の 環 境 に対

す る ネ ガ ティ ブ情 報 は 可 能 な 限 り 開 示 す る こ と。

イ トー ヨ ー カ 堂 の 開 示 内 容 は、 米 国 会 計 基 準 を 採

用 して いる た め こ う した 環 境 修 復 負 債 と い っ た ネ

ガテ ィ ブ な 情 報 で あ っ て も 開 示 し、 過 去 の 経 緯 に

ま で 遡 っ て 読 者 へ の 理 解 を 求 め て い る。 こう した

開 示 シス テ ム を わ が 国 の 企 業 会 計 に も 早 急 に 確 立

す る こ と が 喫 緊 の 課 題 で あ る。

Ｖ
． お わ り に

有 価 証 券 報 告 書 に お け る 環 境 会 計 の 情 報 開 示 に

つ い て 検 証 した。 本稿 の ま と め と 今 後 の 問 題 点 を

指 摘 して お く。 伝 統 的 財 務 会 計 の 領 域 に お ける 環

境 会 計 の 情 報 開 示 は、 資 産 ・負 債 ア プロ ー チ を も

と に 開 示 さ れて お り、 そ の 基 本 概 念 で あ る 環 境 コ

ス ト や 環 境 負 債 は、 ＵＮＣＴＡＤ 等 で モ デ ル と し て

公 開 さ れ て い る。 実 証 的 に は、 わ が 国 の 製 造 業 数

社 と 米 国 会 計 基 準 に 基 づ い た イ ト ー ヨ ー カ 堂 の

『有価証券報告書総覧』 から開示例を挙げること

が で き た。 同 社 は、 環 境 関 連 支 出 に つ い て 汚 染 施

設 復 旧 費 や ク リ ー ン ア ッ プ費 用 の和 解 に よ る 受 取

債 権 等 を 環 境負 債 や 環 境 資 産 と し て 処 理 し、 年 度

ごと の 金 額 を 連 結 貸 借 対 照 表 に 注 記 に よ っ て 詳 細

に 説 明 し て い る こ と が 分 か っ た。

た だ、 当 社 は 環 境 ・ 社 会 活 動 報 告 の 一 環 と して

「サ ス テ ナ ビ リ ティ 報 告 書」 を イ ン タ ー ネ ッ ト 上

で 開 示 し て い る’６，
。 実 は、 こ の 報 告 書 に も 環 境 会

計 と い う 項 目 が あ り、 そ こ に お い て 「持 続 的 な 取

り組みに役立つ 「環境会計」」 の情報を開示して

い る。 例 え ば、 建 物 の 環 境 配 慮 （生 ご み 保 管 室 の

臭気対策、 騒音対策等） や省エネ設備 （基本照明

の 安 定 期 取 り 替 え 等） で あ る。 こ れ ら は当 社 が 明

確 に 環 境負 荷 削 減 の 取 り 組 み と して 費 用 対 効 果 を

把 握 で き る 項 目 で 集 計 開示 し て い る。 も ち ろ ん こ

う し た 情 報 は、 非 貨 幣 的 情 報 （物 量 基 準） で あ

る。 問 題 は、 こ う した 環 境 情 報 と こ こ で 検 証 し て

きた 「有価証券報告書総覧』 の環境関連情報と

を、 ど の よう に 考 え れ ばよ い の か、 我 々 読 者 へ の

示 唆 は ほ と ん ど確 認 で き な い。

今 後 の 課 題 は、 こ の 点 に つ い て で あ る。 す な わ

ち財務報告書上の環境会計情報と環境報告書との

関 係 は どう あ る べ き な の か で あ る。 筆 者 は、 当 社

へ の 提 言 と し て こ の ネ ッ ト上 の 「サス テ ナ ビリ テ

ィ 報 告 書」 のホ ー ム ペ ー ジ に も 「有 価 証 券 報 告 書

総 覧』 に 環 境 関 連 の 支 出 情 報 が 開 示 さ れ て い る 旨

を 掲 載 す べ き で は な い か と 考 え る。 最 近 で は 貨 幣

数値の環境会計情報と物量的環境情報の統合的研

究 も 精 力 的 に 行 わ れ て い る’７、。 財 務 報 告 書 と 環 境

報 告 書 と の 関 係 に つ い て は、 例 え ば、 環 境 会 計

は、 １ つ の 情 報 開示 媒 体 の み で 完 結 す る も の で は

な く、 こ れ らす べ て の 媒 体 に お い て 適切 な 情 報 が

開 示 さ れ る こ と で、 環境 会 計 全 体 の 有 用 性 が 高 ま

る と い う 見 方 も あ る’＆、。 ま た、 企 業 が 独 自 の 価 値

観 で 作 成 して い る 環 境 報 告 書 を 更 に 充 実 さ せ て、

物 理 的 情 報 は も ち ろ ん 貨 幣 情 報 も そ の 中 に 開示 す

べ き で あ る と い う 見 解 も あ る’９ｊ。 現 在 の わ が 国 に

お け る 環 境 会 計 の 進 捗 状 況 を 考 慮 す れ ば、 前 者 が

現 実 的 視 点 で あ り、 将 来 的 に は 後 者 の 立 場 へ 変 遷

し て い く も の と 推 測 で き る。

＿ ２３ ＿
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開 示 一 平 成 １３年 ５月 １４日。
一 経営研 究調査会研究 報告第１３号、 「環境報告 書保証業

務 指 針 （試 案）」 中 間 報 告、 平 成 １３年 ７ 月 １６日。

久 持英司 「有価 証券報告 書にお ける環境 情報の 開示につ いて」

「商 経 論 集」、 早 稲 田 大 学 商 学 研 究 科、 ７４号 １９９８年、 ５ 月。

宮 崎 修 行 『統 合 的 環 境 会 計 論」 創 成 社、 ２００１年１１月。

Ａ ｍｅｒｉｃａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｅｒｔｉｆｉｅｄ Ｐｕｂ１ｉｃ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇｓ［ＡＩＣＰＡ１，

“Ｐ７０ρｏｓｅａ ∫如ｆｅｍｅ〃 ｇブｐｏｓ〃’ｏη ９６一ユ 亙〃ｖかｏ〃ｍｅ〃吻ＺＲｅｍｅａｆｏガｏ〃

〃 ｏ 〃 〃 ｅｓ
，

”
（１９ ９６）

．
Ｎ ｅ ｗ Ｙ ｏｒｋ： Ｅ ｎ ｖｉｒｏｎ ｍ ｅ ｎｔａ１ Ａ ｃｃ ｏｕ ｎｔｉｎ ｇ

Ｔ ａｓ ｋ

Ｆ ｏｒｃ ｅ，
Ａ ｃｃ ｏｕ ｎｔｉｎｇ Ｓｔａｎ ｄａｒｄｓ Ｄｉｖｉｓｉｏ ｎ

，
Ａ Ｉ Ｃ Ｐ Ａ

，
ｅ ｘｐ ｏｓｕｒｅ ｄｒａｆｔ．

Ａ ｓｓ ｏ ｃｉａｔｉｏ ｎ ｏ ｆ Ｃ ｈ ａ ｒｔ ｅｒｅ ｄ Ｃ ｅ ｒｔｉｆｉｅ ｄ Ａ ｃｃ ｏ ｕ ｎｔａ ｎｔｓ ［ Ａ Ｃ Ｃ Ａ 】
，

‘切 ルｏ舳ｅ舳 ぱ Ψｅ〃１〃ｅ 加 Ｃｏψｏ・〃ｅＲｅρｏ〃ｓ 舳 “ ㏄ｏ舳ｓ
”

（１９９９）

Ｃａｎａｄｉａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈ趾ｔｅｒｅｄ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ 【ＣＩＣＡ］，
亙 〃 かｏ〃ｍｅ〃 〃

Ｃｏ舳 ｍａ 〃ｏ 舳 〃ｅｓｊＡ ㏄ｏｍ 伽８ 伽ａ 肋 ωｃ 〃 Ｒｅρｏ〃加８ ふ 〃ｅｓ，

（Ｒｅｓｅａｒｃｈ Ｒｅｐｏｒｔ） １９９３． 平 松 一 夫 ・ 阪 （谷 口） 智 香 訳 『環 境

会 計 一 環 境 コ ス ト と 環境 負 債』 東 京 経 済 情 報 出 版、 １９９５年。

Ｆｉｎａ ｎｃｉａ１ Ａ ｃｃ ｏｕ ｎｔｉｎｇ Ｓｔａ ｎｄ ａｒｄ ｓ Ｂ ｏ ａｒｄ Ｅ ｍ ｅｒｇ
ｉｎｇ

Ｉｓｓｕ ｅｓ Ｔ ａｓｋ Ｆ ｏｒｃｅ

（ＦＡＳＢ ＥＩＴＦ） （１９９０） ７∬ ｍ ９０－８ ｊ Ｃｏρ〃ｏ〃ｚｏ〃ｏη ｑブ Ｃｏｓ加 ｆｏ

τ７ｅ〃 亙〃 かｏ〃ｍｅ〃〃 Ｃｏ〃ｏ〃 〃ｏガｏ〃． Ｎｏｒｗａ１ｋ：ＦＡＳＢ．

Ｉ ｎｔｅｒｇ ｏ ｖ ｅ ｍ ｍ ｅｎ ｔａ１ Ｗ ｏｒ ｋｉｎ ｇ
Ｇ ｒ ｏｕ ｐ ｏ ｆ Ｅ ｘ ｐ ｅｒｔｓ ｏ ｎ Ｉｎｔｅ ｍ ａｔｉｏ ｎ ａ１

Ｓ ｔａ ｎ ｄ ａｒ ｄ ｓ ｏ ｆ Ａ ｃ ｃ ｏ ｕ ｎｔｉｎ ｇ ａ ｎ ｄ Ｒ ｅ ｐ ｏｒｔｉｎ ｇ： ［Ｉ Ｓ Ａ Ｒ ］
，

ＩＳ Ａ Ｒ ’
ｓ

“Ｇ〃〃舳ｃｅ 〃 ｍ ｍ 用 ㏄ｏｍ ル８ 伽ａ 〃〃舳ｃ〃 Ｒｅρｏ〃１ｎ８ 力７

亙〃 かｏ〃ｍｅ〃ｏＺ Ｃｏ〃 ｍ ａ 〃 肋 〃〃ｅｓ
” Ｕｎｉｔｅｄ Ｎａｔｉｏｎｓ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ

ｏｎ Ｔｒａｄｅ ａｎｄ Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ［ＵＮＣＴＡ Ｄ１，
（２００１）

（ｈｔｔｐ：〃ｗｗｗ．ｕｎｃｔａｄ．ｏｒｇ／ｅｎ／ｓｕｂｓｉｔｅｓ／ｄｉｔｅ／３＿
ｅｄｅｖ／３

＿
ｉｓａｍ．ｈｔｍ）

Ｉｔｏ－ｙｏ ｋａ ｄｏ Ｃ ｏ
，

Ｌｔｄ
，

‘ ＾ 〃 η 〃ｏＺ Ｒｅｐ ｏ 〃 ２ ０ ０ユ
”

Ｓｔｅｆａｎ Ｓｃｈａ１ｔｅｇｇｅｒａｎｄ Ｒｏｇｅｒ Ｂｕｒｒｉｔｔ“Ｃｏ〃ｅｍρｏｍ リ Ｆ〃 かｏηｍｅ〃〃

Ａｃｃｏ 舳〃〃８
” Ｇｒｅｅｎ１ｅａｆ Ｐｕｂ１ｉｓｈｉｎｇ ２０００．

Ｕ ｎｉｔｅｄ Ｎ ａｔｉｏｎｓ Ｃ ｏｎ ｆｅｒｅｎｃ ｅ ｏ ｎ Ｔ ｒａｄｅ ａｎ ｄ Ｄ ｅｖｅｌｏｐ ｍ ｅ ｎｔ ［ Ｕ Ｎ Ｃ Ｔ Ａ Ｄ ］，

“
∫〃ｆｅ７〃ｏ 〃 ｏ 〃ｏＺ λ ｃｃｏ 〃 〃 〃η ｇ ＆ Ｒ ｅｐ ０７〃 η ８

五 ∬ 〃ｅ∫一 肋 ｅ ユ ９ ９ ８ Ｒｅ 凶 ｅ ｗ
”

，

（ＵＮ １９９９）．

＿ ２４ ＿


